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日次

第1 地震動審査ガイド I. 3 2 . 3 (2）の「その際，（中絡）経験式が有する

ばらつきも考慮、されている必要があるjの解釈に係る原告らの主張には理由が

ないこと（原告ら準備書面（22)2及び3・3ないし6ページに対する反論）

7 

1 地震動審査ガイド I. 3. 2. 3 (2）が，経験式によって求めた平均値の数

倍稜度の地震モーメントの設定を要求しているとの原告らの解釈によれば，検

討用地震として選定候補となっている各地震の規模が一律に大きく設定される

だけで相対的な大小関係は変わらず，選定される複数の検討用地震が変わると

いうこともなく，かかる無意味な結論を導く上記解釈には理由がないこと

－…ー7

2 基準地震動は，平均像としての地震ではなく保守的に策定されるものであり，

地震動審査ガイドト 3 2. 3 (2）に係る被告の主張によると平均値を超え

る地震が一切考慮されていないとする原告らの主張は誤りであること……・・13

第2 設置許可基準規則55条の解釈に関する原告らの主張は理由がないこと（原

告ら準備書面（21）に対する反論） 16 

1 設置許可基準規則55条が放水設備等の設置のみを要求するものであるとい

う被告の主張は，深層防護の考え方や福島第一原子力発電所事故の教訓を踏ま

えたものであり，また，かかる主張を前提としても，設置許可基準規則等を総

合的にみれば，十分な放射性物質拡散抑制対策が講じられていること……・・16

(1）原告らの主張要旨 ・……・－－………… υ …………・………・……..16 

(2）被告の設置許可基準規則55条の解釈は，深層防護の考え方や福島第一原

子力発電所事故の教訓を踏まえたものであり，原告らの主張は，被告の主張

を正解しないものであって，理由がないこと・－－－－－…－－－…・ ・・・・・・17

(3）設置許可基準規則55条が放水設備等の設置のみを要求するものであると

いう被告の主張を前提としても，設置許可基準規則等を総合的にみれば，十

に

υ



分な放射性物質の拡散抑制対策が講じられていることー・・・H ・H ・－－－……18

(4) 小括 －……・・・・ ・・ ………………...・H ・－…・....・H ・－…・.....・H ・.....・H ・－・・・19

2 「セシウムボールjの大気中への拡散についてはいまだ確立した科学的知見

はなく，設霞許可基準規則55条がその拡散抑制対策を求めているとは解され

ないこと…...・H ・－－……・－…...・H ・－－－－－－－－－－……........・H ・ －－－……. ・20 

(1) 原告らの主張要旨 …・・…・…・回目目 －…・・・・・…－－－・・……－－－－…・・・田 ……20 

(2) 「セシウムボールJの大気中への拡散についてはいまだ確率した科学的知

見はなく，設置許可基準規則55条がその拡散抑制対策を求めているとは解

されないこと .......・・・・ ・・ 田…………－……田…・・・回目…・……・・－…田…・・20

第3 原告らの求釈明に対する回答 22 

1 原告ら準備書面（22)4 ( 6及び7ページ）における求釈明に対する回答

・・22

2 原告らの20 1 8年（平成30年） 1月31 f3付け求釈明書における求釈明

に対する回答－－－－ － ・・・・・・ ・・ 田…田・・…・ υ ・…・・…・……・……・回目…一一回……22

-6 



被告は，本準備書面において，原告らの20 1 7年（平成29年） 1 2月 18日

付け準備書面（22) （以下「原告ら準備書面（22)J という。）における地震動審至宝ガ

イド I. 3. 2. 3 (2）の「経験式が有するぱらつきJの考慮に係る主張（後記第

1）及び同年9月21日付け準備書面（21)（以下「原告ら準備書面（21）」という。）

における設置許可基準規則55条に係る主張（後記第2）に対し， それぞれ反論し

た上で，原告らの求釈明に対して回答する （後記第3）。

なお，略語等の使用は，本準備書記において新たに定義するもののほか，従前の

例による （本準備書簡末尾に「略称語句使用一覧表Jを添付する。）。

第1

1 

地震動審査ガイド I. 3. 2. 3 (2）の『その際，（中路）経験式が有する

ぱらつきも考慮されている必要がある』の解釈に係る原告らの主強には理由が

ないこと（原告ら準備書面（22)2及び3・3ないし6ページに対する反論）

地震動審査ガイド I. 3. 2. 3 (2）が，経験式によって求めた平均値の数

倍程度の地麓モーメントの設定を要求しているとの原告らの解釈によれば，検

討用地震として選定候補となっている各地震の規模が一律に大きく設定される

だけで棺対的な大小関係は変わらず，選定される複数の検討用地震が変わると

いうこともなく， かかる無意味な結論を導く上記解釈には理由がないこと

(1)地震動審査ガイド I. 3. 2. 3 (2) （乙第52号証・ 3ページ）は， 「震

源、モデルの長さ又は面積， あるいは1回の活動による変位量と地震規模を関

連づける経験式を用いて地震規模を設定する場合には，経験式の適用範囲が

十分に検討されていることを確認する。そして，その際，経験式は平均値と

しての地震規模を与えるものであることから，経験式が有するばらつきも考

慮されている必要がある。J（傍点引用者） と定める。

これまで繰り返し主張したとおり， 上記の「その際， （中路）経験式が有

するばらつきも考慮されている必要がある」 とは，経験式を用いて地震規模

を設定する場合に， 当該地域の地質調査の結果等を踏まえて設定される震源
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断層に当該経験式を適用することの適否（適用範囲）を確認する際の留意点

として，当該経験式とその前提とされた観測デ｝タ（データセット）との間

の事離の度合いを踏まえる必要があることを意味しているので、あって，原告

らが主張するように，経験式そのものの修正を求めるものではない。すなわ

ち，経験式は，一定の観測記録のデータセットを分析した上で，そこから導

き出された法則性を数式にしたものであるから，その性質上，必然的に適用

範囲が存在し，経験式を用いてあるパラメータを求める際には，あらゆる場

合において，「経験式の適用範囲が十分に検討されJ，その際には「経験式

が有するぱらつきJが考慮、される必要がある。したがって，地震動審査ガイ

ドI. 3. 2. 3 (2）は，このようないわば当然のことを，地震動審査ガイ

ドの経験式の適用に係る規定としては初出となる I. 3. 2 . 3 (2）におい

て，確認的に規定したものと解するのが相当である（被告第11準備書面第

1の2・6ないし 10ページ，同第13準備書面第1の2・6ないし8ペー

ジ，同第14準備書面第1の2・6及び7ページ，同第18準備書面第1・

6ないし8ページ，同第 19準備書面第4の3(2）・ 39及び40ページ）。

(2）ところで，地震動審査ガイド I. 3. 2. 3 (2）は，同ガイド I. 3. 2 

「検討用地震の選定Jの項に位置づけられている（下図1①参照）。

【基準地震動簸定フロー】
敵地ごとに..査特定して蹟定する地質勘 ’r•壷特定せず

蝿宣する地電動

[j).射用紙地・11

争：即時： ｜！｜ 時前ぽづ〈 ｜｜ 隷勤続尚｜｜時前~~·~·-j( Iーー
ι i ..J ↓ ••. L 什圏 ｜
ー；；1~ltMH=mrムム~11rr …｜「
i l.l 側地削 I.ii.I ーJ.il.1 m 制 ｜｜ 

↑ i ↑ i ↑ゎ［日

組討用地置

地霊ハザード＂値 （－繍ハザードスベクトル｝

図1 地震動審査ガイド図－ 1の基準地震動の策定に係る審査フロー

口。



ここに「検討用地震」とは，内陸地殻内地震，プレート潤地震及び海洋プ

レート内地震のうち，敷地に大きな影響を与えると予想される地震のことで

ある（設置許可基準規則の解釈別記2の5二〔乙第44号証・ 12 6ペー

ジ〕）。そして，上記「検討用地震の選定Jとは， f敷地局辺では『内陸地殻

内地震』，『プレート問地震』及び『海洋プレート内地震』が想定されると

ころ，それらの地震の中から，敷地に対して相対的に大きな影響を与える地

震を幾っか抽出する過穏をいう。具体的には，地震規模と敷地からの距離と

の関係等から，敷地におけるおおよその地震動レベルを求めるなどして，敷

地に大きな影響を与えると予想される地震を選定するものである。」（乙第

9 2号証〔乙第78号証の最終改訂版〕・ 24 0及び24 1ページ）とされ

ている。

このように，検討用地震の選定において，敷地に対して相対的に大きな影

響を与えると評価される地震を複数選定するのは，このような地震が，基準

地震動策定の過程で行われる詳細かっ具体的な地震動評価においても，おお

よそ，他の地震よりも敷地に対して大きな影響を与えると考えられるためで

ある。

この点について，玄海原子力発電所における地震動評価を例に挙げて説明

する判と，九州電力は，玄海原子力発電所に関する検討用地震の選定におい

て，「竹木場断層による地震Jを最も影響が大きい地震ど評価し，「城山南

断層による地震Jをその次に影響が大きい地震と評価して，この二つの地震

を検討用地震として選定した上で（乙第93号証・ 92ページ），この二つ

*1 本件各原子炉施設については二つの検討用地震を異なる手法で選定しているため，ここで

は，説明の便宜上，二つの検討用地震を同一の手法で選定した玄海原子力発電所の評価を用

いて説明する。
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の地震を，断層モデルを用いた手法に基づいて，不確かさを考慮するなどし

て詳細かつ具体的に地震動評価を行い（乙第93号証・ 364ページ），基

準地震動を設定している。

このように，地震動審査ガイド I. 3 . 2に定める f検討用地震の選定j

とは，想定される数多くの地震の中から，敷地に対して相対的に影響が大き

い地震を，検討用地震として roo断層による地震」などとして選別する過

程（前記図 1①・ 8ページ）をいい，実質的な地震動評価を行う段階（同図

②）の前段階に位置づけられるものである。この f地震動評価」の過程にお

いて，基本震源モデルであれば同ガイド I.3. 3. 2に，不確かさ考慮モ

デ、ルであれば同ガイド I.3. 3. 3に基づいて，震源特性パラメータが具

体的に分析・設定された上で，基準地震動が策定されることになる。

なお，経験式を用いる際にはその適用範闘を確認することに常に留意が必

要であるから，地震動審査ガイド fI. 3. 3」に明文はないものの，実質

的な地震動評価のパラメータ設定である I.3. 3 2及び I.3. 3. 3の

場面でも，適用範囲が留意されることとなる。

(3）この点，原告らは，地震動審査ガイド I. 3 . 2 . 3 (2）の「緩験式の有

するぱらつきj を考慮することの意味について，地震モーメント（Mo）の

設定に当たり，経験式で求めた平均値よりも大きな値を設定すべきことを求

める趣旨であり，地震モーメントの算出には，「入倉・三宅式（200l)J

10 -



の約4. 7倍の｛直が得られる「武村式Jを採用すべきである時などと主張し

ていることなどからすれば，上記の地震モーメントの値について，経験式に

よって求めた平均値の数倍程度の大きな値が設定されるべきであるか，ある

いは，経験式の前提となるデータ中の既往最大値を想定する必要があるなど

と主張するものと解される（原告ら準備書面（14）第2の4(1)・6ページ，

同準備書面（18）第1の3(3）イ（T)及び第2・5ないし9ページ，同準備書面

(22) 2 (2）・ 4及び5ページ）。

しかしながら，原告らの上記主張を「検討用地震の選定j過程に当てはめ

ると，以下に述べるとおり，地震動審査ガイド I. 3. 2. 3 (2）が「検討

用地震の選定jの項目の中に「経験式が有するぱらつきも考慮されている必

要があるj ことをあえて規定した意味が失われる。

すなわち，上記（2）において主張したとおり，「検討用地震の選定」とは，

敷地に対して相対的に大きな影響を与えると評価される地震を複数選定する

過程をいうところ，仮に，原告らが主張するように，地震モーメントの値を，

経験式で得られる平均値ではなく，当該経験式の基となった地震データ中の

既往最大値（例えば経験式により得られる平均値のn倍）に設定することと

したとしても，この場合，検討用地震の選定候補として比較検討の対象とな

る全ての断層に適用されることになるため，これらの地震規模は一律に全て

*2 既に主張したとおり，強震動予測レシピは，地震学の専門家らが吟味して取りまとめた，

いわば一つのパッケージであり，そのパッケージとして機能する強震動予測レシピの一部の

みを合理的な理由なく改変すべきではなく，原告らが入倉・三宅式に代えて武村式を用いる

べきであるとすることには，理由がない（被告第16準備書面第2の4(3）・ 36ないし4

0ページ参照）。この点については，原子力規制委員会も，パブ、リックコメントに対する

「考え方j において，同様の見解を示している（本件各原子炉の設置変更許可処分に係るも

のとして乙第94号証・別紙1の6ページ右列の「考え方J，柏崎刈羽原子力発電所6号炉

及び7号炉の設置変更許可処分に係るものとして乙第95号証・別紙2の15及び16ペー

ジ右列の「考え方j〕）。
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n倍となるにすぎない。つまり，以下の図2に示すとおり，地震動評価の結

果も断層ごとにn僚にかさ上げされることとなり，検討用地震の選定候補と

なった複数の地震相互聞において，その地震規模の相対的な大小関係に何ら

変化は生じないこととなる。

上記の玄海原子力発電所における地震動評価を例にすれば，最も影響が大

きい地震が「竹木場断層による地震Jであり，その次に影響が大きい地震が

「城山南断層による地震jであることに何ら変わりがなく，上記の各地震を

検討用地震として選定すれば，「敷地に大きな影響を与えると予想されるJ

検討用地震を「複数選定Jすべきであるとする，設置許可基準規則の解釈別

記2の5二（乙第44号証・ 12 6ページ）の要求を満たしていることにな

る。そして，これらを検討用地震として，基準地震動を策定し，当該発電用

原子炉施設の安全機能を評価すれば，それよりも地震規模が小さい地震に係

る上記の評価を包含しているといえることから，あえてこのような相対的に

小さい地震について，検討用地震として選定し，重ねて基準地震動を策定す

る必要はない。

なお，上記の考え方からすれば，「検討用地震の選定」においては，敷地

に最も影響が大きいど予想される地震一つを選定すれば足りるともいい得る

が，設置許可基準規則の解釈別記2の5二（乙第44号証・ 12 6ページ）

においては，より安全側に，検討用地震を f複数選定」するものとしている

のである。

り白
1
1ム



If ~＇） 

地震綾織を経
験式で求めた値
ではなく． それよ
り大きな値を股
定したとしても，
全てのスベクトル
がー織に土に上
がるだけ．

i'l1Al1’ 
図2 玄海原子力発電所における検討用地震の選定結果の例

（乙第93号証〔玄海原子力発電所地震について〕 92ページに加筆）

このように，原告らが主張するとおり，地震モーメン トの値について，当

該経験式により求めた平均値ではなく ，当該経験式の基となった地震データ

中の既往最大値（例えば経験式により得られる平均値のn倍）に設定したと

しても，検討用地震の選定候補となった複数の地震相互間において，その地

震規模の相対的な大小関係に何ら変化は生じることはなく ，検討用地震と し

て選定される地震も何ら変わることはないのであるから，地震動審査ガイ ド

が，このような無意味な規定をあえて定めたとは考え難い。

原告らの上記主張は，地震動審査ガイ ドI. 3. 2. 3 (2）が「検討用地

震の選定Jの項目の中に定められていることを看過し，検討用地震を選定す

る上で無意味な結論を導くものというほかなく ，理由がない。

2 基準地震動は，平均像としての地震ではなく保守的に策定されるものであり，

地震動審査ガイド.I' 3. 2 3 (2）に係る被告の主張によると平均値を超え

る地震が一切考慮されていないとする原告らの主張は誤りであること

(1)基準地震動は， その策定のベースとなる基本震源モデ、ルの策定において，
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地震動審査ガイド及び地質審査ガイドにおける原子炉施設の安全性をより高

めるために保守的に（安全側に）評価するとの趣旨に基づき，保守的に策定

されることが予定されていることから，基準地震動もまた保守的に策定され

ることが予定されているといえる。

すなわち，「断層モデルを用いた手法による地震動評価jについては，震

源特性パラメータを設定した基本震源、モデルを策定して地震動評価を行うこ

ととされており，基本震源、モデルは，地震動評価の前提として策定されるも

のであって（前記図1②段階・ 8ページ），基準地震動策定のベースとなる

ものであるところ，基本震源モデルについては，設置許可基準規則において，

綿密な調査結果等に基づき策定されることが予定されているだけでなく（設

置許可基準規則の解釈別記2の5ご②〔乙第44号証・ 12 7ページ〕），

地震動審査ガイド I. 3. 2 （乙第52号証・ 4及び5ページ）や，地質審

査ガイド I.4.1.2 （乙第45号証・ 10ないし 14ページ）等におい

ても，同様の誠査結果等に基づき，より保守的に策定されるべきことが求め

られている。例えば，地震動審査ガイドにおいては，基本震源モデルにおけ

る震源特性パラメータが，活断層調査結果等に基づき，強震動予測レシピ等

の最新の研究成果を考慮し設定されていることを確認することとされ（地震

動審査ガイド I. 3. 3. 2 (4）①1 ）〔乙第52号証・ 4及び5ページ〕），

アスペリティ位置も敷地への影響を考慮、して安全保ljに設定されていることを

確認することとされている（同 2））。また，地質審査ガイドにおいても，

地震発生層は調査の不確かさを踏まえて保守的に設定されること（地質審査

ガイド I. 4. 4. 1 (3）〔乙第45号証・ 18ページ〕）や，活断層の長

さの評価や活断層の連動評価に関する定めにおいても，地震規模が大きくな

るように活断層の長さ等が保守的に設定されることが予定されている（地質

審査ガイド I. 2. 2 〔乙第45号証・ 5ないし7ページ〕，同ガイド I. 

4. 4. 2 (1）及び同〔解説〕（1）〔同号証・ 21及び22ページ〕等）。
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そして，その上で，慕準地震動の策定過程に伴う不確かさを考慮すること

で，基準地震動がより保守的に（安全側に）策定されることが予定されてい

るのである（設置許可基準規則の解釈別記2の5二⑤〔乙第44号証・ 12 

8ページ〕，地震動審査ガイド I. 3. 3. 3 〔乙第52号証・ 6及び7ペ

ージ〕，地質審査ガイド I. 4. 4. 1 (4), I . 4. 4. 2 (6）〔乙第45 

号証・ 18及び21ページ〕等）。

（以上につき，被告第9準備書面第1の3及び4・11ないし 13ページ，

同第13準備書面第2の2・14ないし 17ページ，同第16準備蓄面第1

の3(1）及び（2）・ 11ないし 14ページ）。

ω伊iえば，地震規模（マグニチューF）を求める経験式について，その前提
となる「震源断層面積SJは，平均的に評価された値ではなく，保守的な数

値（より長い長さ，より大きい面積）が代入されることとなる。このことを，

捻本レシピ（乙第87号証） 4 4ベ｝ジに記載された地震動評価のフロー図

を用いて説明すると，同図左上の最上流部分に位置する懐源断層形制は，地

震動審査ガイド等による基準地震動策定過程においては保守的に（大きく）

評価されることになり，これに応じて，次のi震源断層面積slが大きく評価さ

れることになる。以降，この保守的な（大きな）障j原断層面積slをベースに，

地震動が評価されていくことになる。

このように，基準地震動は，何段階もの過程を経て保守的に策定されるも

のであり，過去に実際に発生した平均値を超える地震を一切考慮せずに導き

出されるものではない。

(3）この点，原告らは， f経験式が有するぱらつきj を考慮することに関する

「被告の解釈は，経験式の前提どなる地震データの平均値さえ考慮すれば原

発の安全性は保たれるというもので，過去に実際に発生した平均値を超える

地震についてはこれらを一切考慮しないとするものであ」り，こうした被告

の姿勢は，福井地方裁判所平成27年4月 14日決定（甲第13 8号証。以

「
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下「福井地裁平成27年仮処分決定Jとしサ。）においても批判されている

と主張する（原告準備書面（22)3・5及び6ページ）。

しかしながら，上記のとおり，基準地震動は，何段階もの過程を経て保守

的に策定されるものであり，平均値を超える地震を一切考慮せずに導き出さ

れるなどということはなく，地震動審査ガイド I 3. 2. 3 (2）における

被告の解釈を前提としたからといって，そのことには何ら変わりはない。ま

た，原告らが引用する福井地裁平成27年仮処分決定は，その異議審で取り

消されており（同裁判所平成27年 12月24日決定），上記異議審の決定

においては，本件各原子炉施設につき，関西電力が推本レシピ等によって設

定したパラメータに基づき基準地震動を策定した過程に関し，その震源断層

の長さや各種の震源断層のパラメータを保守的に設定したものであり，基準

地震動の策定過程の合理性を否定することはできないと判示されているとこ

ろである（乙第96号証・ 11 5ないし 12 0ベ｝ジ）。

したがって，原告らの上記主張には，理由がない。

第2 設置許可基準規則55条の解釈に関する原告らの主張は理由がないこと（原

告ら準備書面（21）に対する反論）

1 設置許可基準規貝I]5 5条が放水設備等の設置のみを要求するものであるとい

う被告の主張は，深層防護の考え方や福島第一原子力発電所事故の教言Jllを踏ま

えたものであり，また，かかる主張を前提としても，設置許可基準規則等を総

合的にみれば，十分な放射性物質拡散抑制対策が講じられていること

(1)原告らの主張要旨

原告らは，設置許可基準規則jにおいては，福島第一原子力発電所事故を踏

まえ，重大事故等対策が講じられていることからすれば，同規則55条に係

る被告の解釈は極めて限定的であり，深層防護の考え方を否定するものであ

るなどと主張する（原告ら準備書面（21)2 (1）及び（2）・ 6及び7ページ）。
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(2）被告の設重許可基準規則55条の解釈は，深層防護の考え方や福島第一原

子力発電所事故の教訓を踏まえたものであり，原告らの主張は，被告の主張

を正解しないものであって，理由がないこと

ア しかしながら，被告が主張する設置許可基準規則55条の解釈は，深属

防護の考え方や福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえたものである。

すなわち，設置許可基準規則は，「深層防護jの考え方刊を踏まえ，第

2章において，通常運転時の対策や事故防止対策が適切に講じられている

ことを要求し，第3主主において，上記対策を執った上でもなお重大事故に

至るおそれがある事故が発生した場合を想定し，原子炉格納容器の破損等

を防止するといった，何重もの重大事故等対策を講じることを要求し，さ

らに，重大事故等防止対策に係る個別の設備等の設霞や所定の性能要求を

するだけでなく，これらの設備等が重大事故等発生時に有効に機能するこ

とについて評価することを要求している。

そうすると，原子炉格納容器の破損等に歪り，設霞許可基準規則55条

が要求する設備が現実に機能する場面は，上記の有効に機能することが確

認された何重もの対策等が存在するにもかかわらず，通常想定し難い何ら

かの事情によりこれらの対策が有効に機能せず，その結果として原子炉格

納容器が破損に至るなどして環境に放射性物質が放出される場合であっ

て，極めて限定的な場合であると考えられる。それでもなお，設置許可基

準規則55条は，福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ，上記で述べ

た深層防護の考え方を徹底し，対策を講じることを要求しているのである。

*3 安全に対する脅威から人を守ることを目的として，ある目標を持った幾つかの障壁（紡護

レベノレ）を用意して，あるレベルの紡護に失敗したら次のレベルで防護するというものであ

り，その1繋，前の防護レベルを否定する考え方に基づいて防護策を多段階に配置し，各防護

レベルが適切な要求水準を保ち，かっ，独立的に効果を発揮すること左する考え方（乙第9

2号証・ 64ベージ）。
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イ そして，上記原子炉格納容器の破損等に至った場合，一般に，原子炉格

納容器等は，放射線レベルが極めて高い環境にある。そのため，工場等外

へ放射性物質が拡散する場合の放射性物質の拡散形態のーっとしては，原

子炉格納容器等外に気体状の放射性物質を含んだ空気の一団（放射性プル

ーム）が発生して多量の放射性物質が短時間のうちに工場等外の広範聞に

拡散することが想定され，特に短時間での対処が必要であることから，設

置許可基準規則lj5 5条は，あらかじめ放水設備等を設置することを要求し，

これを用いて速やかに放水することで，工場等外への放射性物質の拡散を

抑制することを予定しているのである。

ウ 以上が被告の主張の要旨であり，深層防護の考え方や福島第一原子力発

電所事故の教訪IJを踏まえたものであることはいうまでもない。

（以上につき，被告第17準備書面第1の3(1)及び（2）・ 33及び34ペ

ージ）

(3）設置許可慕準規則55条が放水設備等の設置のみを要求するものであると

いう被告の主張を前提としても，設置許可基準規則等を総合的にみれば，十

分な放射性物質の拡散抑制対策が講じられていること

そして，被告第 17準備書面第1の3(6) ( 3 7ないし 39ページ）にお

いて詳述したとおり，設置許可基準規員ljは，原子炉格納容器の破損等に伴い

放射性物質が工場等外へ拡散するような事態に至った場合において，同規則

5 5条が要求する設備のみならず，同規則が設置を要求する使用可能な全て

の設備を用いて，上記拡散を可能な限り抑制することを予定しており，また，

溶融炉心が原子炉格納容器を破損させて地中に至るといった事態等を防止す

＼ 
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る対策も講じている。

主らに，設置許可基準規則が要求するこれらの放射性物質の拡散抑制対策

のみならず，技術的能力審査基準等が定めるソフト面からの対策も存する。ヰ5

したがって，設置許可基準規則55条が放水設備等の設霞のみを要求する

ものであるという被告の主張を前提としても，設置許可基準規則や技術的能

力審査基準等を総合的にみれば，十分な放射性物質の拡散抑制対策が講じら

れているというべきである。

(4）小括

以上のとおり，被告の主張は，深層防護の考え方や福島第一原子力発電所

*4 例えば，水素濃度制御設備（設置許可基準規則52条）により水素濃度を低下させること

が可能となり，水素爆発を抑制することができる。また，高圧，低圧の各ポンプ（設置許可

基準規則19条及び44条）によって 1次冷却材配管に冷却水を注入することで，炉心の崩

壊熱を除去し，炉心損傷を防止，遅延させることができる。さらに，原子炉格納容器スプレ

イ系（設置許可基準規則32条6項及び7項）や，格納容器スプレイ代替注水設備（同規則

4 9条）を作動させることによって格納容器内を直接冷却でき，またスプレイ水を噴霧する

ことによって格納容器内の空気中に浮遊する放射性物質を落下させることなどが可能である。

また，噴霧されたスプレイ水が格納容器下部に流入できる場合は，蓄水することで落下した

溶融炉心を冷却す一ることができる。

本件各原子炉において講じられている格納容器破損防止対策をみても，保守的に銅製のラ

イナプレート（融点 1400°C）がないものと仮定し，厳しい条件を重慶させた場合でも，

原子炉下部キャピティ床面（厚さ 35 cm）のコンクリート浸食量は 17センチメートノレで

あり，有効なものであることが確認されている。また，本件各原子炉の格納容器の底部は，

基礎コンクリート（鉄筋コンクリート）・鋼製のライナプレート等の重厚な構造となってお

り，それ自体が汚染冷却水の地中等への拡散を抑制する設備ともなっている。

（以上につき，被告第 17準備書面第1の3(6）・ 37ないし39ページ）

*5 ソフト面に係る要求事項を策定している技術的能力審査基準においては，重大事故等弁l策

のーっとして，工場等内であらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備，予備品及び燃

料等）により，事故発生後7日間は事故収束対応を維持できることを要求するとともに，工

場等外であらかじめ照意された手段（重大事故等対処設備，予備品及び燃料等）により，事

象発生後6日間までに支援を受けられる体制を構築することを要求し，かっ，中長期的な対

応が必要となる場合に備えて適切な対応を検討できる体制を整備することなどを要求してい

る（乙第59号証・ 2及び日ないし 12ページ［Il 1 . 0 (3) (4），向盛 1. 0 (3) (4）〕）。
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事故の教訓lを踏まえたものであり，また，設置許可基準規則55条が放水設

備等の設置のみを要求するものであるという被告の主張を前提としても，設

置許可基準規郎等を総合的にみれば，十分な放射性物質の拡散抑制対策が講

じられているというべきである。

これに対し，原告らの上記主張は，被告の主張を正解していないばかりか，

上記対策に対する総合的な視点を欠いたものであって，理由がない。

2 「セシウムボールjの大気中への拡散についてはいまだ確立した科学的知兇

はなく，設置許可基準規則55条がその拡散抑制対策を求めているとは解され

ないこと

(1)原告らの主張要旨

原告らは，福島第一発電所事故において，水に溶けない微粒子（セシワム

ボール）が大気中に拡散したことが確認、されているのであるから，設置許可

基準規則55条は，そのような拡散抑制をも図る規定と解釈されなければな

らない旨主張する（原告ら準備書面（21)3 (3）・ 10ページ）。

(2) 「セシウムボール」の大気中への拡散についてはいまだ確立した科学的知

見はなく，設置許可基準規則55条がその拡散抑制対策を求めているとは解

されないこと

ア しかしながら，まず，原告らが「大気中に拡散したことが確認されてい

る」と主張する「セシウムボールj については，「セシウムボールが生ま

れた過程」について「（ひとつの仮説）Jなどとされているとおり，どの

ような過程を経て大気中に拡散したものかは明らかではなく（甲第17 1 

号証・左図），飽くまで研究途上のものであって，科学的に確立された知

見とは認められないから，設置許可基準規則55条がその拡散抑制対策を

要求しているなどと解することはできない。

したがって，原告らの上記主張には，理由がない。

イ なお， fセシウムボーノレjは「セシウムやケイ素などが集って微粒子にj
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なったものとされており（甲第17 1号証・上記図，最下段・右から 7な

いし 14行目），仮にこれが科学的にも正しい評価であったとしても，「セ

シウムボーノレjの工場等外への拡散抑制については，設置許可基準規則5

5条が要求する放水設備によって対応が可能である。

すなわち，設置許可基準規則55条は，工場等外への放射性物質の拡散

を抑制するための設備として，放水設備等（例えば放水砲等）の設置を要

求しているところ，これは，空気中にある微粒子状の放射性物質が，水滴

と付着し地面に湿性沈着することから，大量の水量が確保できる放水砲等

により水を噴霧し，微粒子状の放射性物質に衝突して水滴に捕集させ， 71<

滴ど共に落下させることにより，工場等外への放射性物質の拡散を抑制す

るものである。

そして，「セシウムやケイ素などが集まって微粒子にJなったものとさ

れる「セシウムボールJについても，設置許可主主準規則55条が要求する

上記の放水設備により大量の水を噴霧することで，微粒子状の放射性物質

に衝突して水滴に捕集させ， 71<滴と共に落下させることにより，工場等外

への放射性物質の拡散を抑制することができるものであるから，設置許可

基準規則55条で要求される放水設備によって対応が可能である。

このように，設置許可基準規則 55条が放水設備等の設霞のみを要求す

るものであるという被告の主張を前提としても， fセシウムボ）ノレjの大

気中への拡散抑制は可能であり，原告らの上記主張は，被告の同条の解釈

に対する反論として的を射たものではなく，このような観点からも，理由

がない。

なお，原告らは，「セシウムボールJは「水に溶けずに拡散するJと主

張するが（原告ら準備書面（21)3 (3）・ 10ページ），微粒子状の放射性

物質に対しては，前述のとおり水滴が微粒子に衝突することで水滴に捕集

し，水滴と共に落下させる仕組みであることから，「セシウムボ｝／レjが
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非水溶性の微粒子で、あるか否かを問わず，微粒子状の放射性物質に対して

は放水によって大気中への拡散抑制が可能となる。よって，原告らの主張

にはいずれにしても理由がない。

第3 原告らの求釈明！こ対する回答

1 原告ら準備書菌（22)4 ( 6及び7ページ）における求釈明に対する回答

原告ら準備書面(14）第3 (7及び8ページ）における求釈明と同旨の求釈明

であり，この点については，被告第13準備書面第1の2( 6ないし8ページ）

及び第3の2( 2 2ページ）で田答しているほか，既に詳細な主張をしている。

したがって，回答の必要性を認めない。

2 原告らの20 1 8年（平成30年） 1月31日付け求釈明書における求釈明

に対する回答

(1) 「宮腰ほか（ 2015）」表6 （乙第61号証・ 11ページ）のうち， I

948年福井地震（No.4 a ）の断層幅（W）及び震源、断層面積（s）並び

に19 4 5年三海地震（No.lOa）の震源断層面積（s）の各値の誤りは，

単なる誤記であって，意図的なデータ操作でないことは，被告第18準備書

函第2の2(2）イ（ 1 2及び13ページ）及び向第19準備書面第5 ( 4 2 

ないし52ページ）において既に述べたとおりであり，回答の必要性を認め

ない。

(2）なお，原告らは，被告が「宮腰ほか（ 2015)J表6 （乙第61号証・

1 1ページ）の 19 4 8年福井地震（No. 4 a ）の断層幅（W）や断層面

積（s）の各数値について，変更した根拠を示す注釈や本文中の記述がない

と主張したことに対し，「宮腰ほか（ 2015)J表6 （乙第61号証・ 1

1ページ）のうち， 19 4 8年福井地震（No. 4 a）や19 4 5年三河地

震（No 1 0 a ）における「Heterogeneousslip data （不均質すべり分

布データの有無）J欄の「企Jや「OJに「＊ 2 J及び「＊ 3 Jの注釈が付

つ白つ白



されていることなどを指摘する。しかしながら，これらの各注釈は，上記の

欄に記載された記号（0，ム，×）の意味や諸元等を示したものであって，

上記各数値を変更したことを意味するものでない。柑

以上

*6 例えば， 19 4 8年福井地震（No. 4 a ）について見ると， rtteterogeneousslip data 

（不均質すべり分布データの有無）J欄には「ムj が記載されているが，そこに付された

r * 2 Jの注釈は，伺地震の断層破壊領域の抽出に用いたデータが，引用論文の「図から最
終すべり量（あるいはそーメント量）を読み取りj したデータであることを示している（乙

第61号註表6欄外下）。すなわち，上記注釈は，「宮腰ほか（ 2015）」が， 1 9 4 8年

福井地震の断層破壊領域の抽出・再評備に当たり， f不均質すべり分布データjではなく，

引用論文（菊地正幸ほか「19 4 8年福井地震の震源ノ号ラメーターJ〔乙第97号証。以下

「菊地ほか（ 1999)J という。］）の「図」から，「モーメント最j等を読み取って震源、断

層を抽出したことを示している。このことは，引用論文である「菊地ほか（1999)J （乙

第97号証）に示されたデータが， fすべり量jではなく要素断層（格子）における fモー

メント解放量Jを図示したものであること（乙第97号証・ 12 6ページ左段3ないし6行

目及びFi g 5 . (c））からも明らかである。

このように，上記の rL'-Jの「＊ 2 Jの注釈は，「宮腰ほか（2015)Jによる解析の基

となった震源インパージョンのデータの諸元をより明確化するために付け加えた記載であっ

て，「営腰ほか（ 2015）」の著者らが， I入倉（ 2014)J （乙第57号証）における 1

948年福井地震の断層幅（W）や震源断層面積（S）の値を変更したことを意味するもの

でないことは明らかである。
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略称語句使用一覧表

事件名大阪地方裁判所平成24年（行ウ）第117号
発電所運転停止命令義務付け請求事件

原告 134名
被告園
参加人関西電力株式会社

略称 基 本 用 吾日五ロ

誼子二

その者に発電用原子炉を設置する

2号要件
ために必要な技術的能力及び経理
的基礎があること（改正原子炉等規
制法43条の3の6第1項2号）

その者に重大事故（発電用原子炉
の炉心の著しい損傷その他の原子
力規制委員会規則で定める重大な
事故をいう。第43条の3の22第1
項において閉じ。）の発生及び拡大

3号要件 の防止に必要な措置を実施するた
めに必要な技術的能力その他の発
電用原子炉の運転を適確に遂行す
るに足りる技術的能力があること
（改正原子炉等規制法43条の3の
6第1項3号）

発電用原子炉施設の位置， 構造及
び設備が核燃料物質若しくは核燃
料物質によって汚染された物又は

4号要件
発電用原子炉による災害の防止上
支障がないものとして原子力規制委
員会規則で定める基準に適合する
ものであること（改正原子炉等規制
法43条の3の6第1l頁4号）

7月27日規制委員会資
平成28年7月27日原子力規制委

料 係員会る試資算料の「大過飯程発等電に所つのい地て震J動に

英字

「壇ほか式」（レシピ（12）式）とレシピ
(13）式を用いてアスペリティ面積比
を求める手順であり， Moからスター

(a)Jレート トし．加速度震源スペクトル短周期
レベルA,(13）式を経て．アスペリ
ティの総面積Saへと至る実線矢印
のルート

地震モーメントの増大に伴ってアス
ペリティ面積比が増大となる場合
に，地震モーメントMoや短周期レベ

(b）ルート
JレAlこ基づきアスペリティ面積比等
を求めるのではなく，『長大な断層J
と付記された破線の矢印のとおり，
アスペリティ面積比を約0.22の固
定値に設定するルート
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使用書面

第4準備書面

第4準備書面

第4準備書面

第15準備書面

第19準備書面

第19準備書面

ページ 備考

21 

22 

20 

， 

11 

33 

33 



ICRP 国際放射線防護委員会 第2準備書面 28 
Lsub 震源断層の長さ 第16準備書面 23 
PRA 確率論的リスク評価 第17準備書面 24 

Somerville規範
rsomerville et al.(1999）」において不

第16準備書面 41 
されたトリミングの規範

SRCMOD 
Finite-Source Rupture Model 

第19準備書面 43 乙86
Database 

あ
第4準備書面別紙3に列記する原子

安全審査指針類
力安全委員会（その前身としての原

第4準備書面 29 
子力委員会を含む。）が策定してき
た各指針
発電用軽水型原子炉施設l』関する

安全設計審査指針 安全設計審査指針（平成2年8月3 第1準備書面 13 乙4
0日原子力安全委員会決定）

設置許可申請書添付書類第八の仕
様及び添付書類十における運転時
の異常な過渡変化及び事故の評価

安全評価上の設定時間
で設定した時間（「発電用原子力設

答弁書 23 乙3
備に関する技術基準を定める省令
の解釈について」における「適切な
値をとるような速度Jについての解
説部分より）

発電用軽水型原子炉施設の安全評
安全評価審査指針 価に関する審査指針（平成2年8月 第1準備書面 19 乙20

30日原子力安全委員会決定）

安全余裕検討部会
制御棒挿入に係る安全余裕検討部

第1準備書面 34 
~ 

い
最高裁判所平成4年10月29日第

伊方最高裁判決 一小法廷判決（民集46巻7号117 第1準備書面 10 

4ページ）

入倉ほか（1993)
入倉孝次郎ほか「地震断層のすべ

第18準備書面 9甲151
り変位量の空間分布の検討J
入倉孝次郎＝宮腰研＝釜江「強震
動記録を用いた震j原インバージョン

入倉（2014) に基づく圏内の内陸地殻内地震の 第9準備書面 25 乙57
震源パラメータのスケーリング則の
再検討J

入倉孝次郎氏及びニ宅弘恵氏が執
入倉・三宅（2001) 筆した論文である「シナリオ地震の 第9準備書面 6甲96

強震動予測J
入倉氏 入倉孝次郎氏 第16準備書面 34 

つ

訴え変更申立書
原告らの平成25年9月19日付け訴

第3準備書面 4 
えの変更申立書

平成29年12月

原告らの平成29年9月21日付け訴
25日付け訴え

訴えの変更申立書2
えの変更申立書

の変更申立て 5 
に対する答弁
童Eヨ

お
原子力規制委員会Lおける大飯発

大飯破砕帯有識者会合 電所敷地内破砕帯の調査に関する 第3準備書面 26 

有識者会合
大飯発電所3号炉 関西電力大飯発電所3号原子炉 答弁書 4 

大飯発電所4号炉 関西電力大飯発電所4号原子炉 答弁書 4 
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最高裁判所平成17年12月7日x
小田急大法廷判決

法廷判決（民集59巻10号2645
第2準備書面 9 

ページ）

か
原子力規制委員会設置法（平成24

第4準備書面で
改正原子炉等規制法 年法律第47号）附員1]17条の施行 第1準備書面 24 

基本用語を変更
後の原子炉等規制法
設置法附買1]18条による改正法施行
後の原子炉等規制法

第1準備書面か
改正原子炉等規制法

※なお，平成24年改正前原子炉等
第4準備書面 5ら基本用語を変

規制法と改正原子炉等規制法を特
段区別しない場合には，単に「原子

更

炉等規制法jという。

片岡正次郎氏らが執筆した論文で
片岡ほか（2006) ある「短周期レベルをパラメータとし 第16準備蓄面 9甲157

た地震動強さの距離減衰式J
関西電力 関西電力株式会社 答弁書 4 
き

菊地ほか（1999)
菊地正幸ほか『1948年福井地震

第20準備書面 23 乙97
の震源パラメーター」

菊地ほか（2003) Kikuchi et al.(2003) 第19準備書面 43 乙91
実用発電用原子炉及びその附属施

技術基準規則
設の技術基準に関する規則（平成2

第3準備書面 5 
5年6月28日付け原子力規制委員
会規則第6号）
実用発電用原子炉及びその附属施
設の技術基準に関する規則の解釈

技術基準規則の解釈 （平成25年6月19日原規技発第1 第5準備書面 8乙46
306194号原子力規制委員会決
定）
経済産業大臣が，電気事業法40条
に基づき．事業用電気工作物が技

技術基準適合命令
術基準に適合していないと認めると

答弁書 10 
きにする事業用電気工作物の修
理，改造，移転，使用の一時停止，
使用の制限等の命令

実用発電用原子炉に係る発電用原
子炉設置者の重大事故の発生及び
拡大の防止に必要な措置を実施す

技術的能力審査基準 るために必要な技術的能力に係る 第10準備書面 7乙59
審査基準（平成25年6月19日原規
技発第1306197号原子力規制委
員会決定）

基準地震動
設置許可基準規則4条3項に規定

第5準備書面 13 
する基準地震動
耐震重要施設に大きな影響を及ぼ

基準地震動による地震力 すおそれがある地震による加速度 第5準備書面 16 
によって作用する地震力

基準津波 ・
設計基準対象施設に大きな影響を

第5準備書面 28 
及ぼすおそれがある津波

基本震源モデル
震源特性パフメータを設定したモデ

第9準備書面 11 
Jレ
昭和62年の本件各原子炉の設置

旧F-6破砕帯 許可申請時に推定されていたF-6 第8準備書面 5 
破砕帯

九州電力 九州電力株式会社 第19準備書面 30 
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発電用原子炉施設に関する耐震設
旧耐震設計審査指針 計審査指針について（昭和56年7 第1準備書面 14 

月原子力安全委員会決定）

強震動予測レシピ
推本による「震源断層を特定した地

第16準備書面 10 
震の強震動予測手法」

行訴法 行政事件訴訟法 答弁書 4 
lす

原告ら準備書面（1)
原告らの平成24年10月16日付け

第1準備書面 5 
準備書面（1)

原告ら準備書面（2)
原告らの平成24年12月25日付け

第2準備書面 4 
準備書面（2)

原告ら準備書面（5)
原告らの平成26年3月5日付け準

第9準備書面 6 
備書面（5)

原告ら準備書面（6)
原告らの平成26年6月3日付け準

第6準備書面 4 
備書面（6)

原告ら準備書面（7)
原告らの平成26年9月9日付け準

第7準備書面 5 
備書面（7)

原告ら準備書面（8)
原告らの平成26年12月10日付け

第9準備書面 6 
準備書面（8)

原告ら準備書面（9)
原告らの平成27年3月12日付け準

第10準備書面 6 
備書面（9)

原告ら準備書面（10)
原告らの平成27年6月17日付け準

第10準備書面 6 
備書面（10)

原告ら準備書面（11)
原告らの平成27年6月23日付け準

第10準備書面 6 
備書面（11)

原告ら準備書面（12)
原告らの平成27年9月11日付け準

第11準備書面 5 
備書面（12)

原告ら準備書面（13)
原告らの平成27年12月14日付け

第12準備書面 5 
準備書面（13)

原告ら準備書面（14)
原告らの平成28年3月17日付け準

第13準備書面 5 
備書面（14)

原告ら準備書面（15)
原告らの平成28年6月10日付け準

第14準備蓄面 5 
備書面（15)

原告ら準備書面（16)
原告らの平成28年9月9日付け準

第15準備書面 5 
備書面（16)

原告ら準備書面（17)
原告らの平成28年9月20日付け準

第15準備書面 5 
備書面（17)

原告ら準備書面（18)
原告らの平成28年12月16日付け

第16準備書面 8 
準備書面（18)

原告ら準備書面（19)
原告らの平成29年3月17日付け準

第17準備書面 7 
備書面（19)

原告ら準備書面（20)
原告らの平成29年7月3日付け準

第18準備書面 6 
備書面（20)

原告ら準備書面（21)
原告らの平成29年9月21日付け準

第20準備書面 7 
備書面（21)

原告ら準備書面（22)
原告らの平成29年12月18日付け

第20準備書面 7 
準備書面（22)
大飯発電所3,4号機の現状に関す 《

現状評価会合
る評価会合

第3準備書面 6 

平成25年7月3日付け「関西電力
現状評価書 （株）大飯発電所3号機及び4号機 第3準備書面 6乙35

の現状評価書j

原子力規制委員会等
原子力規制委員会及び経済産業大

第1準備書面 5 
臣

住民等に対する被ぱくの防護措置
原子力災害対策重点区 を短期間で効率的に行うため，重点

第2準備書面 18 
域 的に原子力災害に特有な対策が講

じられる区域
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原子力発電工作物
電気事業法における原子力を原動

第4準備書面 18 
力とする発電用の電気工作物

原子力利用 原子力の研究，開発及び利用 第4準備書面 5 

原子炉格納容器の破損
炉心の著しい損傷及び原子炉格納
容器の破損文は貯蔵槽内燃料体等 第17準備書面 33 

等
の著しい損傷

原子炉制御系統
原子炉の通常運転時L反応度を翻

第5準備書面 34 
整する機器及び設備

原子炉設置（変更）許可
原子炉設置許可及び原子炉設置変

第4準備書面 20 
更許可
原子炉の通常運転状態を超えるよ
うな異常な事態において原子炉を未

原子炉停止系統 臨界に移行し，及び未臨界を維持す 第5準備書面 34 
るために原子炉を停止する機能を
有する機器及び設備
平成24年法律第47号による改正

4第3準備書面で原子炉等規制法 前の核原料物質，核燃料物質及び 答弁書
原子炉の規制に関する法律

略称を変更

、ー・

後段規制
段階的規制のうち．設計及び工事

答弁書 7 
の方法の認可以降の規制

国会事故調報告書
東京電力福島原子力発電所事故調

第3準備書面 21 
査委員会・国会事故調報告書

し

事故防止対策
自然的条件及び社会的条件との関

第5準備書面 6 
係をも含めた事故の防止対策

断層モデルこを関用すいるた専手門法穿による地
震動評価l 家を含めた

地震等基準検討チーム 発電用軽水型原子炉施設の地震・ 第9準備書面 18 
津波に関わる規制基準に関する検
討チーム

基準地震動及び耐震設計方針に係

地震動審査ガイド
る審査ガイド（平成25年6月19日

第9準備書面 11 乙52
原管地発第1306192号原子力規
制委員会決定）
実用発電用原子炉及びその付属施

実用発電用原子炉施設 言受 答弁書 5 

実用炉設置許可基準規
実用発電用原子炉及びその附属施
設の位置， 構造及び設備の基準に 第4準備書面 30 貝lj
関する規則
実用発電用原子炉の設置，運転等

実用炉員lj に関する規則（昭和53年12月28 第4準備書面 20 
日通商産業省令第77号）

島崎氏 島崎邦彦氏 第10準備書面 6 

島崎証言
名古屋高等裁判所金沢支部に係属

第19準備書面 10 甲168
する事件での島崎氏の誌言内容

島崎氏が執筆した論文である「最大
島崎提言 クラスではない日本海『最大クラス』 第16準備書面 33 甲152

の津波』における島崎氏の提言
島崎発表 島崎邦彦氏の発表 第10準備書面 6 

重大事故 炉心等の著しい損傷に至る事故 第5準備書面 5 

重大事故等
重大事故l』至るおそれがある事故

第5準備書面 7 
文は重大事故

重大事故等対策
重大事故の発生防止対策及び重大

第5準備書面 6 
事故の拡大防止対策
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重大事故が発生した場合における

重大事故の拡大防止対
自然的条件及び社会的条件との関

策
係をも含めた大量の放射性物質が 第5準備書面 6 
敷地外部に放出される事態を防止
するための安全確保対策

重大事故に至るおそれがある事故
（運転時の異常な過渡変化及び設

重大事故の発生防止対
計基準事故を除く。）が発生した場

策
合における自然的条件及び社会的 第5準備書面 6 
条件との関係をも含めた炉心等の
著しい損傷を防止するための安全
確保対策

改正原子炉等規制法43条の3の2
3が規定する．発電用原子炉施設の
位置，構造若しくは設備が同法43
条の3の6第1項4号の基準に適合
していないと認めるとき，発電用原
子炉施設が同法43条の3の14の

使用停止等処分 技術上の基準に適合していないと認 第1準備書面 26 

めるときに，原子力規制委員会が，
原子炉設置者に対し，当該発電用
原子炉施設の使用の停止，改造，
修理又は移転，発電用原子炉の運
転の方法の指定その他保安のため
に必要な措置を命ずる処分

発電用原子炉設備に関する技術基
省令62号 準を定める省令（昭和40年6月15 答弁書 7 

日通商産業省令第62号）

省令62号の解釈
発電用原子力設備に関する技術基

第3準備書面 19 甲56
準を定める省令の解釈について
大飯破砕帯有識者会合において確

新F-6破砕帯 認された旧F-6破砕帯とは異なる 第8準備書面 5 
位置を通過する新たな破砕帯

新規制基準
設置許可基準規則及び技術基準規

第3準備書面
6第4準備書面別

則等（同規則の解釈やガイドも含む） 紙参照
核原料物質核燃料物質及び原子

審査基準等
炉の規制に関する法律等に基づく

第4準備書面 28 
原子力規制委員会の処分に関する
審査基準等

関西電力株式会社大飯発電所の発
電用原子炉設置変更許可申請書

審査書案 (3号及び4号発電用原子炉施設の
変更）に関する審査書（案）（平成29

第17準備書面 7甲164

年2月22日原子力規制委員会）

発電用原子炉施設に関する耐震設
乙2。答弁書か

新耐震設計審査指針 計審査指針（平成18年9月19日原 第1準備書面 10 
子力安全委員会決定）

ら略称、を変更。

す
推本 地震調査研究推進本部 第9準備書面 11 

震源断層を特定した地震の強震動
推本レシピ 予測手法（レシピ）（平成21年12月 第3準備書面 14 乙36

21日改訂）
せ

実用発電用原子炉施設の位置，構

設置許可基準規則
造及び設備の基準に関する規則

第3準備書面 4 
（平成25年6月28日付け原子力規
制委員会規則第5号）
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実用発電用原子炉及びその附属施

設置許可基準規則の解
設の位置．構造及び設備の基準に
関する規則の解釈（平成25年6月1第5準備書面 7乙44

釈
9日原規技発第1306193号原子
力規制委員会決定）

設置法
原子力規制委員会設置法（平成24

第4準備書面 5 
年法律第47号）

そ
訴訟要件（1) 処分権限 答弁書 5 
訴訟要件（3) i損害の重大性.ii補充性 答弁書 5 
訴訟要件（4) 原告適格 答弁書 5 

Tニ
「耐震設計審査指針の改訂に伴う関
西電力株式会社美浜発電所1号

耐震安全性評価に対す
機，高浜発電所3,4号機．大飯発

る見解
電所3号機，4号機耐震安全性に 第1準備書面 30 乙23
係る評価について（基準地震動の策
定及び主要な施設の耐震安全性評
価）Jに対する見解
耐震設計に係るエ認審査ガイド（平

耐震設計工認審査ガイド 成25年6月19日原管地発第1306第5準備書面 8乙47
195号原子力規制委員会決定）
発電用原子炉施設に関する耐震設

第1準備書面で
耐震設計審査指針 計審査指針（平成18年9月19日原 答弁書 20 

略称を変更
子力安全委員会決定）
武村雅之氏が執筆した論文である

武村（1998)
「日本列島における地殻内地震のス

第9準備書面 6甲97
ケーリング則一地震断層の影響お
よび地震被害との関連ーJ

短周期レベル
短周期領域における加速度震源ス

第16準備書面 8 
ベクトルのレベル
垣一男氏，渡辺基史氏，佐藤俊明
氏及び石井透氏が執筆した論文で

壇ほか（2001)
ある「断層の非一棟すベり破壊モデ

第16準備書面 9甲163
ルから算定される短周期レベルと半
経験的波形合成法による強震動予
測のための震源断層モデル化l

ち
敷地内及び敷地周辺の地質・地質

地質審査ガイド
構造調査に係る審査ガイド（平成25

第5準備書面 7乙45
年6月19日原管地発第1306191
号原子力規制委員会決定）

と
東京電力 東京電力株式会社 第16準備書面 28 

ね

燃料体 発電用原子炉施設の燃料として使 第4準備書面
用する核燃料物質

25 

lま
平成26年2月12付け「関西電力株

破砕帯評価書 式会社大飯発電所の敷地内破砕帯 第8準備書面 5乙49
言平｛面についてJ

発電用原子炉設置者
原子力規制委員会の発電用原子炉

第4準備書面 6 
の設置許可を受けた者

ひ

評価書案
関西電力株式会社大飯発電所の
敷地内破砕帯の評価について（案） 第3準備書面 32 乙39

ゐ、
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福井地裁平成27年仮処 福井地方裁判所平成27年4月14
第20準備書面 15 甲138

分決定 日決定

福島第一発電所
東京電力株式会社福島第一原子力

第4準備書面 13 
発電所

’＼ 

発電用原子力設備に関する技術基
平成17年5号内規 準を定める省令の解釈について（平 第1準備書面 18 乙19

成17年12月15日原院発第5号）

平成24年改正前原子炉
平成24年法律第47号による改正

答弁書から略称
等規制法

前の核原料物質．核燃料物質及び 第3準備書面 8 
を変更

原子炉の規制に関する法律

平成24年審査基準
平成24年9月19日付けの審査基

第4準備書面 29 
準等

平成25年審査基準
平成25年6月19日付けの審査基

第4準備書面 29 
準等

lま
本件各原子炉 大飯発電所3号炉及び4号炉 答弁書 4 
本件各原子炉施設 本件各原子炉及びその付属施設 答弁書 4 

本件各設置変更許可申
関西電力が平成25年7月8付けで
した本件各原子炉についての設置 第8準備書面 9 5青
変更許可申諸
平成24年10月24日付けで原子力

本件シミュレ」ション
規制委員会が公表した原子力発電

第2準備書面 6 
所の事故時における放射性物質拡
散シミュレーション

平成29年12月
原子力規制委員会による平成29年 25日付け訴え

本件設置変更許可処分 5月24日付け本件各原子炉施設の の変更申立て 5 

設置変更許可処分 に対する答弁
書

み
宮腰研氏らが執筆した論文である
『強震動記録を用いた震源インバー

宮腰ほか（2015) ジョンに基づ、く圏内の内陸地殻内地 第16準備書面 24 乙61
震の震源パラメータのスケーリング
則の再検討j

宮腰ほか（2015）正誤 宮腰ほか（2015)（乙61）の表6の
第18準備書面 12 乙85

表 一部についての正誤表
も

最高裁判所平成4年9月22日第二

もんじゅ最高裁判決
小法廷判決（民集46巻6号571

第3準備書面 8 
ページ）

ゆ

実用発電用原子炉に係る炉心損傷
防止対策及び格納容器破損防止対

有効性評価ガイド
策の有効性評価に関する審査ガイ

第17準備書面 27 乙80
ド（平成25年6月19日原規技発第
13061915号原子力規制委員会
決定）

ろ
炉心 発電用原子炉の炉心 第7準備書面 19 

発電用原子炉の炉心の著しい損傷

炉心等の著しい損傷
若しくは核燃料物質貯蔵設備に貯

第5準備書面 5 
蔵する燃料体文は使用済燃料の著
しい損傷
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